　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準）
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課税期間の課税売上高が1,000万円以下か
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NO〔課税事業者〕

基準期間の課税売上高が5,000万円

NO
（平成16年４月１日前に開始する課
税期間については２億円）以下か


課税売上割合が95％以上か
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個人事業者の事業用資産か

YES

YES

NO
簡易課税制度を選択しているか

NO
〔家事用資産〕

課税事業者を選択しているか

NO
〔免税事業者〕

YES


イ 課税売上にのみ対応するものか
ロ 非課税売上にのみ対応するものか
ハ イ及びロに共通するものか







　　　YES




　　　　　　　　　NO

一括比例配分方式



消費税等相当額の全部を補償

消費税等相当額の補償不要

消費税等相当額の一部を補償


（注）
① 消費税等相当額とは、消費税及び地方消費税相当額をいう。
② 上記フローは、消費税等相当額補償の要否判定の目安であるため、収集資料等により補償の要否を個別に調査・判断の上、適正に損失の補償等を算定するものとする。
③ 消費税等相当額の要否判定経路を朱書き等で記入するものとする。
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